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はしがき 

 

人口減少や急速な高齢化の進行とともに、経済のグローバル化、情報通信技術の革

新等に伴う企業活動の広域化や多様化等により、我が国の経済社会の構造は大きく変

化している。地方団体を取り巻く環境も近年様々な変化に直面しており、人口減少や

高齢化等の課題は、歳入歳出両面において影響を及ぼすことが考えられる。その中で、

地方税制においても、これまで前提とされてきた経済社会構造が大きく変化してくる

ことに伴う様々な課題に今後直面していくことが考えられる。 

一方、地方税制については、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構

築に向けて一連の抜本的税制改革を終えたところであり、今後の目指すべき中長期的

なあるべき姿や大きな方向性は明らかでない。 

こうした状況を踏まえ、今年度、本調査研究会においては、「経済社会の構造変化に

対応した地方税制のあり方」というテーマの下、これまでの地方税制改革を振り返り、

今後の地方税制のあり方について議論を行うこととした。 

具体的には、個人住民税、地方消費税及び地方法人課税について、平成以降の地方

税制の抜本的な改革を振り返り、今後の目指すべき中長期的なあるべき姿や大きな方

向性を明らかにすべく、具体的な論点について議論を行った。なお、昨年度に引き続

き、ＷＥＢ会議形式により開催した。 

本研究会のテーマは、中長期的な視点で地方税制を議論する試みであり、その検討

のスケールも大きいものであることから、具体的な対応策を導き出すまでには更に研

究を深める必要があるが、本研究会の議論を踏まえた論点整理と今後の対応の方向性

についての考え方を示すことによって、今後の検討の参考になることを期待するもの

である。 

最後に、今回の調査研究に当たり、御多忙のところ委員をお引き受けいただいた先

生方に心から感謝を申し上げる。 
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Ⅰ 本年度の研究会における研究テーマ 

本研究会では、「経済社会の構造変化に対応した地方税制のあり方」をテーマとして、

これまでの３年間、基礎的な状況把握を行ってきた。 

一方、地方税制については、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構

築に向けて一連の抜本的税制改革を終えたところであり、今後の目指すべき中長期的

なあるべき姿や大きな方向性は明らかでない。 

こうした状況を踏まえ、本研究会では、現在のテーマの下で、これまでの地方税制

改革を振り返り、今後の地方税制のあり方について議論を行うこととした。 

具体的には、個人住民税、地方消費税及び地方法人課税について、平成以降の地方

税制の抜本的な改革を振り返り、今後の目指すべき中長期的なあるべき姿や大きな方

向性を明らかにすべく、具体的な論点について議論を行うこととした。 
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Ⅱ 今後の地方税制のあり方に関する中間的な議論の整理 

１ 個人住民税 

令和３年度第１回研究会（令和３年６月９日）において、個人住民税に係る平成以

降の抜本的な改革について振り返りを行い、以下の論点について議論を行った。 

○ 均等割のあり方

○ 所得税から個人住民税への税源移譲と個人住民税所得割の比例税率化

○ 個人住民税の充実確保に向けて

○ ライフコースや住む場所、働く場所等の多様化に対応した税制のあり方

○ 人的控除等のあり方

○ ふるさと納税など寄附金税制のあり方

○ 金融所得課税のあり方

その主な意見を整理すると、以下のとおりである。 

（１）均等割のあり方

（均等割の意義） 

・ 均等割の意義として、自治意識の涵養に加えて、課税最低限が高いという前提

の下、高齢者を含む住民が広く分かち合うというタックス・ミックスという観点

が重要ではないか。

（均等割の税率） 

・ 均等割の税率は、国民所得等の伸びと比べてそれほど上がっていないという指

摘もあるが、むしろ国民の多数がどのくらいの所得水準にあるかを考えて負担を

設定する必要があるのではないか。

・ 均等割の税率を引き上げると、それに応じて非課税限度額も上げる必要が生じ

ると思われるが、その場合、できる限り多くの住民に負担いただくという趣旨か

ら外れてしまうため、慎重に議論を行う必要があるのではないか。

・ 均等割の税率引上げの議論をする際には、均等割が非課税であるということが、

個人住民税が非課税であることといわば同義に使われ、社会保障の基準となって

いることへの影響などを考える必要があるのではないか。

（国税である森林環境税や府県の超過課税の考慮） 

・ 均等割の負担水準等を検討する際には、国税である森林環境税や府県の超過課

税と合わせて考えるべきではないか。

・ 森林環境税の導入が非課税限度額等の均等割の仕組みに影響を与えるかどうか、

検討する必要があるのではないか。
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・ 国税である森林環境税と府県の超過課税との関係について、各府県がどのよう

に捉えているか、調査して示すことができれば有益ではないか。

（超過課税の趣旨・目的） 

・ 近年の均等割の超過課税は、防災・減災・環境保全を根拠にするものが多く、

それ自体はよいことであるが、地方独自の社会福祉措置についても住民に対価を

求めていくべきではないか。

（２）所得税から個人住民税への税源移譲と個人住民税所得割の比例税率化、個人住

民税の充実確保に向けて

（検討の視点） 

・ 人口動態・人口構造の変化による個人住民税等への影響を検討するに当たって

は、今後予想される人口減少・高齢化等が地域ごとに異なる態様で進行すること

を踏まえた検討が必要となるのではないか。

（個人住民税の充実に当たっての考え方） 

・ 三位一体改革の際には、歳出と歳入の乖離を縮小するという考え方と、地方分

権を理由に増税をお願いするということはできないという考え方があり、その結

果、所得税から個人住民税に税源移譲するという形で解決が図られたように思わ

れる。

・ 前者の考え方については、現在でも正しいと思われるが、後者の考え方につい

ては、大きく状況が変わり、所得税の基幹税としての所得再分配機能の回復とい

う考え方に置き換わったように思われる。

・ したがって、今日的な視点から個人住民税の充実を考えると、所得税の基幹税

としての所得再分配機能の回復という線に沿って、地方が分担している役割に応

じ、個人住民税の充実を図っていくという考え方になるように思われる。

・ その際の選択肢は、一つは税率の引上げ、もう一つは課税ベースの拡大である

と思われる。税率引上げは、累進税率よりも比例税率の方がシンプルである。一

方、課税ベースの拡大は、負担分任の原則を踏まえた上で、年齢に関わらず負担

能力のある人にいかに負担いただくかという議論になると思われる。

（累進税率） 

・ 地方税は基本的に応益課税であるが、地方団体が提供する行政サービスには、

貧困や所得格差の問題等を是正するようなものもかなりある。所得税では所得再

分配機能の回復が強く言われているが、個人住民税も同様に、税率に累進性が必

要ではないか。

（目指すべき姿） 

・ 世界でも地方所得税を課税している国は多くはなく、今後、長期的には、我が
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国の個人住民税がどのような国の地方所得税を目指して動いていくべきかとい

うことも議論していかなければならない時期に来ているのではないか。 

（現年課税化） 

・ コロナ禍で非正規雇用が大きく減少するなど、所得の変動が激しいと考えられ

ることや、個人住民税においても所得・担税力に応じた課税はあり得るという点

も含めて、現年課税化について踏み込んで検討してはどうか。

・ 個人住民税の現年課税化に当たっては、事業者側での年末調整と納税者側での

確定申告をどうするかという大きな事務負担の問題があるが、国税のオンライン

申告が普及し、納税者の意識も変化してきており、その流れに乗っていくことに

より克服できるのではないか。

・ 納税者の負担感の軽減や適正・公平な税負担の観点等から、個人住民税を現年

課税化することが望ましいのではないか。ただし、現実的には、特別徴収義務者

や納税義務者、市町村における事務負担の増加等が課題となるため、マイナンバ

ーを含めたＩＣＴの活用等を進めることが必要ではないか。

（３）ライフコースや住む場所、働く場所等の多様化に対応した税制のあり方

（所得税との整合） 

・ 働き方が多様化する中で、所得税において源泉徴収を行っているものについて、

個人住民税においてどういう整理をしていくか。

・ 個人住民税にも所得税法第 204条の源泉徴収制度に相当するような特別徴収制

度を導入し、所得税と整合させていくことが考えられるのではないか。

（４）人的控除等のあり方

（控除の水準） 

・ 個人住民税の人的控除の控除額は、その負担分任の性格から、所得税よりも低

く設定されているものの、欧米の地方所得税と比較しても、地方税として控除水

準が高いのではないか。

（人的控除の縮小） 

・ 能力に応じた課税という側面もある程度は考慮し、人的控除については縮小と

いう方向性が考えられる。

・ 例えば、所得が増えるに従って人的控除を減らしていくという考え方もあるの

ではないか。

・ また、基礎控除を一種の税率区分と考えて累進性を考えるということもできる

のではないか。

・ 格差是正の観点や税収確保の観点から、高所得者の控除の更なる縮小もあり得

るのではないか。
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・ 人的控除等の見直しを考える場合には、それぞれの控除の性格について整理す

る必要があるのではないか。

（５）ふるさと納税など寄附金税制のあり方

（都市と地方の連帯意識） 

・ ふるさと納税は、寄附を受領する地方団体と寄附金控除を行うことになる納税

地の地方団体が地域的に異なることから、都市の「寛容」と地方の「感謝」とい

う連帯意識に立脚していることが大切なのではないか。

（自己負担） 

・ ふるさと納税は寄附がベースにあり、自己負担がある程度あって然るべき。

（特例控除額等） 

・ ふるさと納税については、返礼品を目的とした寄附の増加により、都市部では

大幅な減収が生じており、財政に与える影響が大きくなっている。また、特例控

除額が所得割額の２割という定率の上限のみでは、高所得者ほど特例控除額の上

限額が高くなるため、返礼品との組合せにより、結果としてより大きな節税効果

が生じている。本来の趣旨に沿った制度となるよう、納税者への影響の割合等を

考慮して特例控除額に定額の上限を設けるなどの見直しが考えられないか。

・ ふるさと納税については、受益と負担という地方税の原則との関係や、返礼品

競争が続いていること、高所得者ほど特例控除額の上限額が高くなる仕組みであ

ること、ワンストップ特例制度により本来国が負担すべき税収減が不交付団体に

転嫁されることといった課題があり、本来の趣旨を踏まえた見直しを行う必要が

あるのではないか。

（６）金融所得課税のあり方

（高所得者の金融所得に対する税率引上げ） 

・ 所得税の所得再分配機能の回復という観点からすれば、今後、金融所得課税、

特に高所得者の金融所得に対する税率引上げが議論されるのではないか。

（個人住民税における課題と対応） 

・ 分離課税の税率を引き上げるということであれば、その中で地方分をどのよう

に増やせばいいかというシンプルな話になると思うが、高所得者のみ何らかの形

で税率を引き上げるということになると、地方分をどのように考えればよいか。 

・ 高所得者の居住地により恩恵を受ける地方団体が変わってくると考えられるが、

増収分を地方全体で何らかの形で基盤を整えるために活用すべきという議論も

あり得ると考えている。地方としてはどのように受け止めればよいか。

・ 個人住民税では、今後、所得税も含めた金融所得課税の議論になった場合、国
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と地方の取り分や地域の偏在等の問題が出てくると考えられる。特に、金融所得

課税は地域の偏在が大きいことに留意が必要。 

・ 既存の源泉課税の仕組みを維持しつつ、地域の偏在がこれまで以上に広がらな

いように、個人住民税として金融所得課税をどのように受け止めていくかという

問題があるのではないか。
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２ 地方消費税 

令和３年度第２回研究会（令和３年７月７日）において、地方消費税に係る平成以

降の抜本的な改革について振り返りを行い、以下の論点について議論を行った。 

○ 「偏在性が小さく税収が安定的な」地方消費税の充実確保に向けて

・ 地方消費税の創設と拡充

・ 地方消費税の充実と地方税の偏在是正

・ 地方消費税の充実と地方税の現状

・ 地方の歳出と社会保障

○ 清算基準のあり方

○ 交付基準のあり方

○ 賦課徴収に関する地方団体の役割

その主な意見を整理すると、以下のとおりである。 

（１）「偏在性が小さく税収が安定的な」地方消費税の充実確保に向けて 

（地方消費税の経緯的な視点・考え方） 

・ 地方が賦課徴収していた個別間接消費税は、普遍的で安定し、行政サービスと

密接に結び付いた地方税であったが、昭和 63 年の税制の抜本的改革を契機に一

般消費税に吸収され、経過措置を経て廃止された。しかし、その一部は消費譲与

税として地方に返され、さらには最終消費に比例した都道府県の独立税とするこ

ととなった。消費税の中には、元来地方税であったものを預けてあるという考え

方があり得る。

（地方消費税の理論的な位置付け） 

・ 理論的に見ると、付加価値税については中央政府に割り当てるべきだという伝

統的見解と、州・地方政府による仕向地原則による課税は可能であるという新し

い見解の二つがある。我が国の地方消費税は、後者のうち、繰延支払方式ではな

く、最終消費データに基づいて税収を帰属させるマクロ税収配分方式の簡便な形

であると位置付けることができる。

（地方消費税の充実等） 

・ 地方消費税は、偏在性が小さく安定的な税源であり、地方の基幹税として拡充

していくべきではないか。

・ 地方分権の観点から、国・地方間の税源配分について、役割分担に応じて見直

すべきであり、消費税等の複数の基幹税から税源移譲を行うべきではないか。

・ 将来的に地方消費税の税収を上げる必要が出てくるかもしれないが、税率を引
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き上げつつ軽減税率も適用するのがよいのか、税率のみ引き上げるのがよいのか。 

・ 地方消費税の税収は、社会保障施策に見合ったものであるべきではないか。そ

の際、地方団体独自の社会福祉事業についても考慮した方がいいのではないか。 

 

（地方消費税の市町村税化の議論） 

・ 市町村の税収構造については、所得課税と資産課税が大半を占め、消費課税は

極めて小さいことから、タックス・ミックスの観点から、地方消費税の配分割合

を拡充していくべきではないか。 

・ 都市部においては、大都市特有の財政需要に対応しており、都市税源である地

方消費税の配分割合を拡充すべきではないか。 

・ 社会保障における市町村の役割も踏まえ、地方税で確保すべき自主財源を拡充

するという観点から、新たな清算の仕組みの構築等の課題もあるが、市町村を地

方消費税の課税団体とすることも考えられるのではないか。 

・ 消費税は社会保障財源となっており、地方における社会保障の担い手は市町村

であること、また、法人住民税の交付税原資化により特に都市自治体の課税権が

大きく縮減されていることから、市町村にも地方消費税の課税権を持たせるべき

である。地方消費税交付金を市町村地方消費税に改め、道府県地方消費税と市町

村地方消費税に改組すべきではないか。 

・ 地方消費税の市町村税化の議論をするためには、まず、消費譲与税を地方消費

税に変えたことにより一体何が変わったのか、あるいは、変わらなかったのかと

いうことを検証した方がいいのではないか。 

・ 地方消費税は、課税要件に関して都道府県の決定権がない。地方消費税の充実

と地方法人課税の国税化を合わせて考えると、確かに偏在是正には寄与している

が、地方団体の課税自主権は縮小しているのではないか。このことをどのように

評価するか、検討すべきではないか。 

・ 市町村が地方消費税の課税団体となった場合に、市町村ごとの最終消費の額に

ついて、税収の清算基準として活用できるレベルまで納得できるデータを取るこ

とができるのかという技術的な難しさがあることは、考えなければならない論点

としてあるのではないか。 

・ 現在の地方消費税（譲渡割）は、本則上、都道府県に申告納付した上で、最終

消費により清算するという仕組みとすることによって、地方税としての性格を実

現している。地方消費税の市町村税化の議論をする場合には、この点について、

これまでの経緯や考え方、理屈との関係からも、しっかりと議論する必要がある

のではないか。 

・ 地方消費税交付金の交付基準は、税収の帰属とは別に、どういうものにするの

かという議論ができる領域でもあり、市町村税化の議論では、この点をどのよう

に考えるかということもあるのではないか。 

 

（２）清算基準のあり方 
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（統計カバー率の方向感） 

・ いわゆる統計カバー率（供給側の「消費に関する統計」で税収の帰属を清算し

ている地方消費税の割合）は、平成 30年度の抜本改正で 75％から 50％に引き下

げられたが、地方消費税の本来の趣旨に鑑みて、統計カバー率については長期的

にどのような方向感を持つべきなのか、そろそろ議論を始めるべきではないか。 

 

（電子商取引の清算基準への反映と国際課税ルールの趨勢） 

・ コロナ禍で電子商取引が急伸しているが、「情報通信業」、「通信・カタログ販売」、

「インターネット販売」について、清算基準にどのように反映させるべきか。経

済センサスは電子商取引を消費地ではなく、供給地で計上しているので活用でき

ない。ただ、国際課税ルールでは、電子商取引サービスの受領者の所在地に課税

権を配分した上で、ＢtoＢはリバース・チャージによって、ＢtoＣは課税事業者

登録方式によって徴収するというガイドラインが５年前に示され、世界の趨勢と

なっていることを、どのように受け止め、考えていくべきか。 

 

（最終消費地） 

・ 地方消費税の清算基準は最終消費地に基づくべきであるが、最終消費地がサー

ビスを受けた場所なのか、居住地なのかについては、いろいろな議論があるとこ

ろであり、丁寧に見ていった方がいいのではないか。 

・ コロナ禍やＤＸ化によって働き方が変わってきており、コロナ後もテレワーク

や二地域居住、ワーケーションは、特に若い世代において定着していく可能性が

あり、人の移動をどのように把握し、適切な消費をどのように見込むのか、検討

が必要になるのではないか。 

 

（統計の精度の向上） 

・ 最終消費を把握するに当たっては、できる限り統計を活用して正確に最終消費

の額を把握し用いることが基本であり、基準の精緻化に向けて統計の精度を高め

ていくべきではないか。 

 

（人口基準の精緻化） 

・ 統計以外の領域については人口基準が用いられているが、例えば、年齢別の消

費性向の違い等も加味できるのであれば、人口基準の精緻化という観点から意識

してもいいのではないか。 

 

（３）交付基準のあり方 

 

（多角的な議論） 

・ 交付基準については、清算基準における適切な消費の把握とは別の論点も含め

た、より望ましい姿を多角的に議論するという流れになるのではないか。 

・ 地域経済の活性化には外から稼いだお金を地域内で循環させる工夫が必要であ
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るが、地方消費税交付金の交付基準は、かつての料理飲食等消費税のように、地

域内での消費を喚起するよう、市町村の努力に報いるものでなくてはならないの

ではないか。 

・ コロナ禍やＤＸ化によって働き方が変わってきており、コロナ後もテレワーク

や二地域居住、ワーケーションは、特に若い世代において定着していく可能性が

あり、人の移動をどのように把握し、財政需要をどのように見込むのか、検討が

必要になるのではないか。 

 

（４）賦課徴収に関する地方団体の役割 

 

（賦課徴収の実際と受益と負担の結び付き） 

・ 地方消費税は都道府県税ということになっているものの、実際にはその徴収に

関する事務を国に委託して自ら行っていない現状において、特に都道府県レベル

で受益と負担が結び付きにくいという難点がある。 

・ 都道府県が税務行政を行うことをすぐに行うべきなのかどうか、現実的に行え

るのかどうか、税率決定を含めて、賦課徴収を行うことが理論的にあり得るのか

どうかをじっくり議論して詰めていく必要があるのではないか。 
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３ 地方法人課税 

 

令和３年度第３回研究会（令和３年９月６日）において、地方法人課税に係る平成

以降の抜本的な改革について振り返りを行い、以下の論点について議論を行った。 

 

○ 外形標準課税の適用対象法人等のあり方 

○ 地方法人課税における偏在是正措置のあり方 

○ 国際的な課税原則の見直しと地方税の課税権・分割基準のあり方 

 

その主な意見を整理すると、以下のとおりである。 

 

（１）外形標準課税の適用対象法人等のあり方 

 

（基本的な考え方の方向性） 

・ 法人事業税の問題については、財源確保の必要性から議論を説き起こすのでは

なく、地方税における応益課税の加味というシャウプ勧告における地方税の位置

付けに立ち返って考察すべきである。 

・ 応益性の観点からは、外形標準課税の割合や適用対象法人を拡大していく方向

で検討することが自然である。 

・ 具体的には、付加価値割の比重を高める、事業活動規模をより適切に反映し、

税の簡素化を図る観点から資本割を付加価値割に振り替えることが望ましい。 

 

（「資本金」と「資本金等の額」） 

・ 「資本金」とは、会社法上の概念であり、基本的には株主拠出資本であるが、

これに加えて、資本に組み入れられた利益から構成され、また、無償減資により

減額することができる。一方、「資本金等の額」は、株主拠出資本のみから成り、

無償減資では減額することができない。 

・ 「資本金」は法人実在説、「資本金等の額」は法人擬制説にそれぞれ近い概念の

ように思われるが、応益課税としての地方法人課税を考えたときに、果たして、

どちらを用いるのが正しいのか。 

・ また、これらの数値が法人の大きさを示すものとして妥当か、そもそも客観的

な数値で表すことができるのかという問題がある。さらに、法人は分割や合併が

可能であり、いくらでも変更することができるという問題もある。 

 

（資本金基準） 

・ 法人の規模を見る上で、資本金の意義は低下してきており、資本金基準が妥当

であるか、見直しを検討するべきではないか。 

・ 外形標準課税が法人の事業活動規模に応じて課税する趣旨であるにもかかわら

ず、必ずしも資本金が法人の事業活動規模を表していない例もある。 
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・ これまでの大企業、中小企業の規模やステータスといった価値観よりも、業務

の実態や実益に合わせて、資本金の額が選択されるようになるのではないか。

・ 例えば、中小法人であっても過去３年間の課税所得の平均が大法人並みの法人

については、中小法人扱いしないというルールを設定すべきではないか。

・ 操作できない客観的な指標を基準とすることはできないか。

・ 基準を資本金から売上高に変更することは考えられないか。

・ 外形標準課税の適用基準については、中小法人の負担等に十分配慮しつつ、法

人の事業活動規模等を的確に表すものとして、資本金以外の指標を組み合わせる

ことも考えられるのではないか。

・ 資本金１億円という基準は絶対的なものではないが、新たな線引きについて万

人が納得できる根拠を見出すのは難しく、現実的・技術的な判断として引き続き

維持してもよいのではないか。

（減資による課税逃れへの対応） 

・ 減資による課税逃れは、税制が企業行動に歪みをもたらしている典型事例であ

り、行政サービスの対価という法人事業税の本質からも看過できるものではなく、

税制の側で何らかの対処が必要ではないか。

・ 一方、コロナ禍で業績の悪化した企業が緊急避難的かつ合法的に減資により税

負担を節約している面があり、今すぐの是正措置は避ける方がよい。

・ 近い将来に景気回復した際に、こうした状況を是正していくことを目指して、

新しい制度設計について議論を始めておくべきではないか。

（適用対象法人の拡大の方向性） 

・ 資本金１億円を区切りとして異なる課税方式が採用されていることについて、

見直しが必要ではないか。

・ 地域における法人の行政サービスの受益の観点や、地方財源の安定化の観点等

を考慮すれば、適用対象法人は拡大していくべきではないか。

・ 適用対象法人を拡大した場合、これまで税負担がなかった中小法人にとっては

増税となるが、そもそも税負担がない法人の存在がおかしいのではないか。

・ 適用対象法人の拡大の検討とともに、適用対象外法人に対するいわゆるミニマ

ム・タックスについて、改めて検討が必要ではないか。

（中小法人の経営や地域経済への影響の考慮） 

・ 外形標準課税の適用対象法人のあり方については、中小法人の経営や地域経済

への影響を考慮し、慎重に検討するべきではないか。

（適用対象法人の拡大と中小法人への配慮） 

・ 資本金の基準を引き下げるという方向性のほか、全ての法人を対象としながら、

控除や軽減税率等で対応するという方向性もあるのではないか。

・ 原則、全ての法人に適用することとし、特例として中小法人に何らかの配慮を
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する方向性が望ましいのではないか。 

・ 中小法人への配慮は必要である一方、現行制度の問題点は、資本金１億円以下

の場合、赤字であれば税負担がゼロとなる点にあることを踏まえれば、中小法人

には、付加価値割の税率を一律に現行の 1.2％とするのではなく、法人の事業規

模が小さくなるにつれて低くなる形とすることが考えられるのではないか。 

 

（２）地方法人課税における偏在是正措置のあり方 

 

（偏在是正方策の類型） 

・ 地方法人課税の地域的偏在性を是正する方策には大きく分けて３つのタイプが

あるが、地方税の充実、税務行政の簡素化、一般財源の保障等といった観点から

見てどれが望ましいか。 

① 法人事業税の仕組みの枠内での是正措置（分割基準、譲与税化など） 

② 事業税における分割基準変更や譲与税化は排除しつつ、他の地方税目とのタ

ックス・ミックスを通じて、間接的に地方税の偏在性を是正する方策 

③ 地方税の枠内での偏在是正を断念して、地方交付税を含めた一般財源の枠内

で偏在是正を図る方策 

 

（国と地方の税源配分の捉え方） 

・ 国と地方の税源配分には、形式的な国税・地方税の区分に基づいて議論する立

論と、国から地方に再分配された税を含めた実質的な国税・地方税の区分に基づ

いて議論する立論とが併存している。このような状況の背景や意義、課題につい

て整理すべきではないか。  

 

（都市部への税収偏在への対応） 

・ 都市の財源を狙い撃ちする制度ではなく、地方が果たすべき役割と権限に見合

うよう、地方税財政制度の抜本的な改革に取り組み、国・地方間の税財源の配分

の見直しを行っていくことが重要ではないか。 

・ 今後、経済のデジタル化の進展、企業の組織形態の多様化等により、さらに都

市部への税収の偏在が進むことも考えられることに対しては、令和元年度税制改

正においてこうした課題に対応する観点から新たな偏在是正措置が講じられた

とされており、既に解決済みと理解している。 

・ 偏在是正は、地方交付税制度の調整機能を考慮すれば、実質的には東京都と他

の地方団体との格差問題であり、その格差をどこまで縮小すべきかについては、

国民全体で判断していくほかないのではないか。 

・ 偏在是正措置を講じる基準をある程度明確化し、その基準に透明性があれば、

東京都としても長期を見据えた財政運営がしやすくなるのではないか。 

 

（地方税制における法人課税の意義） 

・ 地方税の理論に照らして、地方税制における法人課税の意味・存在理由・位置
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付けの議論が必要ではないか。 

 

（偏在是正と地方団体の課税権） 

・ 特別法人事業税・譲与税制度の導入により、地方法人課税の税収と県内総生産

の分布が概ね合致したという点で、偏在是正が行われたことは理解できる。 

・ 一方で、地方団体の課税権という観点をどう考えるか。地方団体が、今後の自

主的な魅力ある都市づくりを考えていく際に、法人に対して課税自主権や税制優

遇措置などを発揮できる余地が少なくなるのは問題ではないか。 

・ 税収の帰属の適切さと税の独立性との緊張関係に着目し、あるべき姿を探って

いくという方向感ではないか。 

 

（３）国際的な課税原則の見直しと地方税の課税権・分割基準のあり方 

 

（国際的な課税原則の見直しによる超過利益に対する地方の課税権と税収帰属） 

・ 国際的な課税原則の見直しにより、多国籍企業の超過利益が日本に入ってきた

場合、課税権も含めて国と地方でどのように配分するか議論しておく必要がある

のではないか。 

・ 国際的な課税原則の見直しにより分配される課税権に係る税収の一部は地方に

帰属すべきものと考えているが、どのような手法で税収を地方に帰属させるのか

ということを検討すべきではないか。 

 

（国際的な課税原則の見直しの影響の射程の整理の必要性） 

・ 国際的な課税原則の見直しに伴う地方分配の議論と地方税自体の議論とは分け

て考えるべきではないか。 

・ 国際的な課税原則の見直しと地方税の応益原則との関係が整理される必要があ

るのではないか。 

・ 今回の国際的な課税原則の見直しに関する合意は、ＰＥなければ課税なしとい

う原則を根本から見直すものではなく、極めて限られた企業について利益の一部

の課税権を市場国に分配するものとなっており、直ちに地方法人課税の事務所・

事業所概念や分割基準の議論に結び付くものと言えるのか。 

・ ＰＥを基準に課税権の有無を決めるという国際課税原則が、現在の企業活動に

は合わない部分が出てきているというのは、地方団体の課税権についても同様で

あろうと考えるが、この問題意識の中で、どういう範囲を議論の対象にしていく

かについては、慎重に考える必要があるのではないか。 

・ 事務所・事業所概念を直ちに放棄することは難しく、この概念が実態に合わな

くなっている企業にはどういうものがあるのか、というところから議論を始めて

はどうか。 

 

（国際的な課税原則の見直しの影響（現行の事務所等の考え方）） 

・ 事務所・事業所の規定を改め、経済的関連性やネクサスといった概念を加味す
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ることはできないか。 

・ 事務所・事業所の所在は、経済のデジタル化の進展に伴い、地域社会の費用の

発生や行政サービスの受益との関係性を減じていると思われる。 

・ このため、国際的な課税原則の見直しにおける第１の柱の利益Ａのような考え

方と課税権の分配方式を参照し、事務所・事業所の所在の有無にかかわらず、市

場となる地方団体に課税権を分配するということを基本的な理念として考えて

もいいのではないか。地域社会の費用の発生や行政サービスの受益は、法人がそ

の地域を市場とすることに求められるのではないか。 

・ この場合、地方団体が自らの領域内での当該法人の売上を把握できるかという

問題があるが、国と連携してそうしたデータの提供を受けて、それに基づき課税

権を分配するといったことも考えられるのではないか。 

 

（国際的な課税原則の見直しの影響（現行の分割基準の考え方）） 

・ 経済のデジタル化時代にふさわしい課税ベースのあり方が議論されている時代

に、製造業を念頭に定められた日本の地方法人課税の分割基準は実態に合わなく

なっていくのではないか。 

・ 分割基準については、事務負担を加味しつつ、従業者数を給与額、事務所数を

資産額という形で、物量基準から金額基準への方向性を模索してもよいのではな

いか。国際的な課税原則の見直しの議論を意識すれば、事業活動を把握する指標

として売上を加味することが適切かについても議論の視野に入るのではないか。 

・ 現在、ＯＥＣＤを中心に進められている国際的な課税原則の見直しで挙がって

いる論点のいくつかは、地方法人課税の将来にとっても重要な含意を持っている。 

・ 経済の非物質化とデジタル化が進展すると、従業者数や事業所数に基づく分割

基準では税収を配分できなくなる可能性がある。 

・ 工場が存在し続ける場合は、その工場が生み出す付加価値に基づいて税収を配

分する方向で検討すべきではないか。 

・ サービス化、デジタル化が劇的に進展し、工場が激減する場合は、分割基準の

考え方を根本的に見直す必要があるのではないか。事務所・事業所をネクサスと

して税収を配分する方式を縮小又は断念し、売上に基づいて税収を配分する方式

に切り替えることが一つの選択肢になってくるのではないか。 

・ この場合、究極の結論として、企業が日本で稼いだ利益総額に対して国が法人

税と同じタイミングで一旦課税した上で、その税収を地方団体に売上に応じて

「譲与税」として配分することが想定されるが、地方税として望ましい姿か否か

は、別途議論すべき点である。 

 

（無人店舗等の取扱い） 

・ ＡＩやＩＣＴを活用した無人の店舗や倉庫、工場等も事業活動における重要な

拠点となっており、事務所・事業所に該当しない場合であっても、課税対象とな

るよう整理していくことが必要ではないか。 

・ また、コロナ禍を契機として事務所・事業所を設けずに事業活動を行うケース
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も増加することが想定され、これらについても課税対象として漏れることのない

よう整理していくことが必要ではないか。 

（検討の視点・考慮事項） 

・ 法人事業税の分割基準については、従業者数など法人の都道府県ごとの事業活

動の規模を適切に反映したものとすべき。

・ また、分割基準を地方団体間の財政調整の手段として用いるなど、税制の姿を

歪める不合理な改正は行うべきではない。

・ 地方法人課税を考えていくに当たっては、中小企業の事業承継や老舗旅館が外

資に買収されている状況など中小企業の企業継続の問題、コロナ禍で賃貸オフィ

スを縮小している状況やその他の節税行動、企業行動の動向、地域で実際に起き

ていることなども考慮する必要があるのではないか。
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Ⅲ 今後の検討課題について 

本研究会では、「経済社会の構造変化に対応した地方税制のあり方」をテーマとして、

人口減少・少子高齢化、経済のグローバル化、ＩＣＴの発展を背景とした社会全体の

デジタル化といった構造変化が進む中で、今後の地方税制においてどのような課題が

生じ得るのか、また、その課題への対応をどのように検討していくことが考えられる

かなど、これまでの３年間、基礎的な状況把握を中心に調査・研究を行ってきた。 

今年度は、個人住民税、地方消費税及び地方法人課税について、税源の偏在性が小

さく税収が安定的な地方税体系の構築に向けた平成以降の抜本的な改革について振り

返りを行い、今後の目指すべき中長期的なあるべき姿や大きな方向性を明らかにすべ

く、具体的な論点について議論を行った。 

来年度は、今年度の具体的な論点に係る議論の中間的な整理を踏まえ、引き続き、

更に議論を深め、経済社会構造が変化する中での地方税制のあり方、具体的な改革の

方向性について検討を深めていく。 

－17－
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